
 

令和６年１２月１８日 

 政 策 経 営 部 

 

令和７年国勢調査実施概要について 

 

 

令和７年は国勢調査の実施年にあたる。国は、令和６年１０月２５日に実施計画を定め公表

した。区は、統計法第１６条、同施行令に基づき、調査区の設定、調査員・指導員の推薦及び

指導、調査書類の審査、提出等の実査事務を行うこととなる。国の計画に基づき、区としての

実施概要を定めたので報告する。 

 

記 

 

１．調査の概要 

 

（１）調査主体   

総務省 

（２）調査期日 

  令和７年１０月１日午前零時現在 

（３）調査事項及び調査票   

 ① 調査事項 

調査は、次の１７項目について調査する。 

ア 世帯員に関する事項（１３項目） 

(ア) 氏名             (ク) ５年前の住居の所在地 

(イ) 男女の別           (ケ) 就業状態 

(ウ) 出生の年月          (コ) 所属の事業所の名称及び事業の種類 

(エ) 世帯主との続柄        (サ) 仕事の種類（職業） 

(オ) 配偶の関係          (シ) 従業上の地位 

(カ) 国籍             (ス) 従業地又は通学地 

(キ) 現在の住居における居住期間   

イ 世帯に関する事項（４項目） 

(ア) 世帯の種類      (ウ) 住居の種類 

(イ) 世帯員の数      (エ) 住宅の建て方 

  ② 調査票 

    調査票はＡ４判両面記入様式の光学文字認識（ＯＣＲ）帳票で、１枚に４名まで記入でき

る。 

また、オンライン調査のための電子調査票はＨＴＭＬ形式で整備され、世帯人員 19 名まで

の一般世帯がパソコン、スマートフォン及びタブレット端末から回答が可能となる。 

さらに、高齢者や外国人等ができるだけ記入しやすくするために「拡大文字調査票」、「点

字調査票」、調査票の対訳（28 言語）を用意する。 
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２．区の事務の概要  

 

（１）実施体制 

① 世田谷区令和７年国勢調査実施本部 

副区長を本部長とする実施本部を設置し、事務処理体制の確立と庁内各関係部署の協力

を得るための体制整備を行い、国勢調査の円滑な実施を図る。 

ア 設置期間：令和６年９月～令和８年３月 

イ 構 成：各副区長（本部長、副本部長）、各総合支所長、政策経営部長、総務部長、 

生活文化政策部長、地域行政部長、保健福祉政策部長、都市整備政策部長、 

教育政策・生涯学習部長、地域振興課長（代表）、生活文化政策部市民 

活動推進課長、地域行政部地域行政課長、政策経営部政策研究・調査課長 

② 調査規模 

ア 調査区数    約８,１７０調査区（前回令和２年調査：８,０６５調査区） 

イ 世帯数（推定） 約５１万６千世帯（前回令和２年調査：４９２，０６５世帯） 

           ※世帯数（推定）は、令和６年３月２７日付け東京都世帯数予測か

ら引用 

 ③ 調査員及び指導員の選任 

  ア 調査員 

（ア）調査員は、調査票の配布・回収および調査書類の作成等を行う。 

（イ）社会施設や病院、学生寮等については、施設管理者に調査員業務を依頼する。 

（ウ）マンション等の共同住宅のみの調査区については、管理会社等に調査員業務を依 

頼する。 

※（イ）、(ウ)については、調査員事務を当該事業者に委託することもあわせて実施

する。 

（エ）調査員数：約３，７００名（前回令和２年調査：約４，２００名） 

   内  訳：町会・自治会等からの推薦        約２，５００名 

        区職員（会計年度任用職員、外郭職員含む）  約８００名 

        その他（公募、マンション・施設関係者等）  約４００名 

（オ）調査員報酬：１調査区あたり５０，０００円程度（全額国費） 

イ 指導員 

（ア）指導員は、調査員から提出された調査票等の検査を行う。 

（イ）指導員数：約５５０名（前回令和２年調査：約４６０名） 

   内  訳：区職員（会計年度任用職員含む）約５００名 

        その他（公募）         約５０名 

（ウ）指導員報酬：６５，０００円程度（全額国費） 

④ 調査員説明会 

調査員に対して、調査員業務の内容についての説明会を実施する。説明会では、調査の

趣旨や内容、調査方法、調査書類の作成方法などについて説明するほか、守秘義務の厳守

や調査書類の適切な管理、調査活動における安全確保についても指導する。 

⑤ 区独自のコールセンターの設置 

世帯や調査員等からの調査の内容、調査票の記入方法などに関する照会・相談等に対応

するために、区独自のコールセンターを設置予定。 

⑥ 業務委託等の活用 

正確で効率的な事務運営を実践するために、必要に応じて民間事業者への業務委託を 
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行う。主な業務内容は以下のとおり。 

   ［調査物品仕分け・配送、コールセンター運営、提出受付等人材派遣］ 

 （２）調査の対象 

世田谷区内に常住する者で、すでに３か月以上住んでいるか、まだ３か月になっていな

いが１０月１日の前後を通じて３か月以上にわたって住むことになっている者（外国人も

含む。住民票の届出に関係なく調査） 

   ［外国政府の外交使節団・領事機関の構成員（随員やその家族を含む）及び外国軍隊の軍人・

軍属とその家族は除く。］ 

 

（３）調査の方法 

① 調査区の設定 

調査の実施に先立ち、令和６年１０月１日現在で調査区を設定し、東京都に調査区関係

書類を提出した。調査期日までに修正が必要な場合は、その都度修正を行う。 

調査は国の計画に基づき、下記のとおり一般調査区及び特別調査区に区分して行う。原

則として、１調査区は一般調査区においては６０～１００世帯で構成している。なお、特

別調査区においては当該施設のみで調査区を構成する。 

   ※参考：令和６年１０月現在調査区数 

調査区の種類 調査の対象 調査区数 調査員依頼先 

一般調査区 
一般住宅等 約７，０４０調査区 町会・自治会等 

大規模マンション 約８００調査区 管理会社・管理組合等 

特別調査区 社会施設・会社の独身寮・学生寮等 約３３０調査区 運営法人等 

② 調査の流れ 

調査は、総務省－東京都－区－指導員及び調査員の流れにより行う。 

ただし、マンション等の共同住宅や社会施設等において、調査票の配布・回収等の調査

員事務を管理会社等の特定の事業者に業務委託した方が効率的に調査を実施できる調査区

においては、区が当該事業者に調査員事務を委託して実施することができる。 

③ 調査の方法   

ア 一般調査区 

（ア）調査員は、担当調査区内を巡回し、当該調査区の範囲を確認し、居住確認を行う。居

住確認ができた世帯に「調査のお知らせ」を配布するとともに、「調査区要図」を作

成する。（９月１７日～１９日） 

（イ）調査員は、担当調査区内の居住確認ができた世帯を訪問し、調査票等の調査書類一式

を郵便受け・ドアポストなどに入れて配布するとともに、「調査世帯一覧」を作成す

る（９月２０日～３０日） 

   ※オートロックマンションや単身世帯、共働き世帯など何度訪問しても説明が困難

と見込まれる世帯が増加していることから、今回より訪問時にインターホン越し

の説明は行わず、居住確認を行った上で、調査書類一式を郵便受けなどに入れて配

布する。 

（ウ）世帯は、所定の期間において、原則としてインターネット又は郵送のいずれかを選択

し、回答を行う。（９月２０日～１０月８日。ただし、９月２０日～３０日はインター

ネットによる回答のみ可能） 

（エ）調査員は、調査員回収を希望した世帯を訪問し、調査票を回収する。（１０月１日～

８日） 

（オ）調査員は、「回答確認リーフレット」を居住確認ができた世帯に配布し、調査への協

力を促す。（１０月１日～３日） 
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（カ）調査員は、調査票回収期間後、調査票提出のお礼状兼督促状を居住確認ができた世帯

に配布し、未提出世帯からの調査票の提出を促進する。（１０月９日～１１日） 

イ 特別調査区 

（ア）調査業務受託者あるいは調査員は、施設等に出向いて調査区の範囲を確認し、「調査

区要図」を作成する。（９月１７日～１９日） 

（イ）調査業務受託者あるいは調査員は、担当調査区内の全世帯を訪問し、面接の上で調査

票等の調査書類一式を配布するとともに、「調査世帯一覧」を作成するために必要な

事項を聴取する。（９月２０日～３０日） 

（ウ）世帯は、所定の期間において、調査票を記入し、調査業務受託者あるいは調査員へ提

出する。（９月２０日～１０月８日） 

（エ）調査業務受託者あるいは調査員は、世帯を訪問して調査票を回収する。（１０月 

１日～８日） 

（オ）調査業務受託者あるいは調査員は、調査書類を配布した全世帯に対し、「回答確認リー

フレット」を配布する。（１０月１日～３日） 

   ウ 住居不定者の調査 

住居不定者については、それぞれの特性に応じた方法で調査を実施する。 

 

（４）調査後の調査票等の流れ 

① 調査員による点検 

調査員は、調査終了後、区への書類提出前に自宅にて、担当調査区の「調査区要図」、「調

査世帯一覧」など調査票を除いた調査書類の点検を行う。調査員が回収した調査票は、内

容等の点検は行わず、封筒を開封せずにそのまま区へ提出する。 

② 調査書類の提出 

調査員は、回収した調査票と「調査区要図」や「調査世帯一覧」などを指定された期間

に提出する。 

③ 指導員による検査 

調査員により提出された「調査票」、「調査区要図」、「調査世帯一覧」について、内容審

査を中心に検査を行う。 

④ 区による審査 

指導員検査後の調査書類について、調査書類の審査を行う。調査票等の内容審査とあわ

せて、市区町村要計表を作成する。 

⑤ 東京都への調査書類等の提出及び保存 

審査終了後、次の調査書類を所定の方法によって整理したうえで、それぞれ東京都の指

定する日までに提出する。 

ア 市区町村要計表 

システムにより提出する。 

イ その他の調査書類 

調査票、調査世帯一覧、調査単位一覧、調査区要図、補助用調査票、書き直し等の元の

調査票、未使用調査票等は一括して提出する。 

ウ 調査書類の保存期間 

(ア) 調査世帯一覧（副本） １０年 

(イ) 調査区要図（副本）  １０年 

(ウ) 市区町村要計表    次回調査まで 
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（５）調査結果の集計及び公表 

① 結果の集計 

集計は、総務省および独立行政法人統計センターが行う。 

② 結果の公表 

調査結果の第一報は、令和８年５月までに「人口速報集計」として公表される予定。 

また、市区町村別の人口総数及び世帯数については、令和８年９月までに「人口等基本

集計」として公表される予定。 

 

３．今後の予定 

令和７年 ７月    区実施計画の策定 

     ９月２０日 調査開始 

    １０月 １日 調査期日 

        ８日 提出期限 

       ２７日 調査終了 

令和８年 ３月    東京都への調査書類の提出 

     ５月    速報集計（人口速報集計）公表 

     ９月    基本集計（人口等基本集計）公表 
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